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入札金額

	

	金　　　　　　　　円　　　　　	


	
	
内　訳
	1 段ボール     　　　 円 ×  　４，０００㎏ ＝　　　　　　　円

	
	
	2 新　聞　　   　　　 円 ×  　９，０００㎏ ＝　　　　　　　円

	
	
	3 図書・雑誌 　　　　 円 ×  １９，０００㎏ ＝　　　　　　　円

	
	
	4 その他の用紙 　　　 円 ×  １２，０００㎏ ＝　　　　　　　円



　　ただし　令和８年度上半期における古紙の売却

　　入札保証金　　　免除　　　　　円
うち　現金　　金 　　　　 　 円

　　　代用証券　金 　　　　 　 円(内訳別紙明細書のとおり)






　上記のとおり入札します｡


　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　奈良県知事　山下　真　殿


入札者　　　住　所                        


氏　名　　 　　　 　　　　　    印


                        　　　  （代理人　　　　　　　　　　　　　印）
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委　　任　　状


令和　　年　　月　　日　　


奈良県知事　山下　真　殿


　私は、下記の者を代理人と定め、下記の物件に伴う入札に関する一切の権限を委任します。



記


　１　入札物件名　令和８年度上半期における古紙の売却


２　代理人氏名印






　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日　　

奈良県知事　山下　真　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）所　在　地

                                    　商号・名称
                                                                     　
                                    　代表者氏名  　　　　　  　　　      　　印


　物件名：令和８年度上半期における古紙の売却

　頭書の一般競争入札への参加を希望しますので、競争入札参加資格の確認を申請し、下記のとおり契約履行実績があることを証明します。
　なお、この申請書の内容について、事実と相違ないこと、及び入札公告に記載された
競争入札に参加する者に必要な資格を全て満たしていることを誓約します。

	
契約年月日
（契約期間）

	契約相手方


	
契約内容
（品名、数量等）
	
契約金額
（千円）

	












	












	












	















注）過去２年間に締結した同種類の契約を複数記載してください。
　　記載した契約書の写し又は契約相手方による契約証明書が必要となります。
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年　　月　　日
奈良県知事　　殿

所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先(電話)

電子契約同意書兼メールアドレス確認書

下記案件に係る契約については、発注者が指定する電子契約サービスを利用して契約を締結することに同意します。なお、契約内容の確認を行う者及び利用するメールアドレスは、次のとおりです。

１　案件名（業務名、工事名等）
	



２　契約内容の確認者及びメールアドレス
　　下に記載の順番で、電子契約サービスから契約書の内容確認依頼メールが届きます。
【担当者】※不在の場合は空欄にしてください。
	メールアドレス
	

	氏名
	



【最終確認者】※契約締結権者又は契約締結権者から契約の締結を委任された者を記載してください。 
	メールアドレス
	

	氏名
	
	役職
	


※担当者及び最終確認者はそれぞれ異なるメールアドレスを指定してください。
※フリーメールアドレスはお控えください。
※利用するメールアドレスについては、外部からのメール＜クラウドサイン：support@cloudsign.jp ＞を受信できるよう設定をお願いします。

【留意事項】
・電子契約を希望する場合は、本書を「Word形式」のまま提出してください。
・入札公告等で指定する方法により、提出してください。なお、落札決定前に提出する場合、提出のあった本書は落札者のもののみ有効として取り扱いますので、ご了承ください。

　＜建設工事請負契約の場合＞
建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び第２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、相互に承諾するものとします。
なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。
1 電磁的措置の種類
コンピュータ・ネットワーク利用の措置
2 電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式
電子契約サービスを通じて、送信者がPDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー上からダウンロード等により記録する方法等



